（仮称）標津町障害者グループホーム新築工事に係る一般競争入札公告
１　公告日　　　令和２年９月１４日（月）

２　発注者　　　株式会社　標津介護サービス
３　工事名　　（仮称）標津町障害者グループホーム新築工事
４　工事場所　　標津郡標津町南５条西２丁目１－３４
５　工　　期　　契約の日から令和３年３月１０日

６　工事概要　　障害者支援施設　木造1階建て　延べ床面積　２５３．１８㎡
７　公告方法　株式会社標津介護サービスのホームページに掲載
８　契約担当事務局　株式会社標津介護サービス（担当：佐竹　和己）
　　　　　　　　　　住　所：北海道標津郡標津町標津1326－31　
電　話：0153－82－1305
E-mail：satake@e-mlink.co.jp 
９　入札参加資格

　　　入札参加者は、次のすべての要件を満たす企業であること。
　　ア　「標津町入札参加資格者名簿」に登録されている業者で、かつ建設業法（昭和２４年法律第１００号）別表第一の上覧に掲げる建設工事の種類（以下「業種」という。）のうち発注工事に対応する業種について、同法第３条第６項に規定する一般建設業または特定建設業の許可を受けた者であること。
　　イ　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により一般競争入札への参加を排除されていない者であること。
　　ウ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続き開始の決定、民事再生法にあっては再生続き開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状況が著しく不健全である者でないこと。
　　エ　この入札に参加しようとするものの間に資本関係又は人的関係がないこと。ただし、資本関係又は人的関係にあるものが一つの共同企業体に属している場合は除く。
　　オ　公告の日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金保険及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に基づく雇用保険（これらの保険のうち、適用を除外されているものを除く。）に加入していること。
　　カ　本工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）の許可業種について、許可を受けてからの営業年数が５年以上あること。
　　キ　標津町の「競争入札参加資格者指名停止事務処理要綱」の規定に基づく指名停止を受けていない者であること。
　　ク　標津町における建築工事の競争入札参加資格が、A等級またはB等級に格付けされていること。
　　ケ　根室振興局管内に主たる営業所を有する者であること。
　　コ　平成２２年度以降に、延べ床面積３００㎡以上の公共木造建築物の新築工事を元請として完工実績を有する者であること。なお、共同企業体として施工した実績は、当該共同企業体の構成員としての出資比率が２０％以上の場合に限るものとする。

　　サ　本工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者又は、国家資格を有する主任技術者を、工事現場に専任で配置できること。

１０　申請書及び資料の提出期間並びに提出場所
　　９に掲げる入札参加資格を有することを証明するため、次のとおり申請書及び資料を提出し、株式会社　標津介護サービスから入札参加資格の有無について、確認を受けなければならない。

　　なお、期間までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、この一般競争入札に参加することができない。
（1） 提出書類
　　ア　入札参加申込書（様式1）
　　イ　資本関係・人的関係証書（様式2　特定関係調書）
　　ウ　類似実績施工調書（様式3）（契約書の写し等を添付）
　　エ　建設業許可証明書の写し

　　
（２）　提出期間　　令和２年９月１４日（月）から令和２年９月１７日（木）までの毎日、午前9時から午後５時まで。
　　　　　　　　　　

（３）　提出方法　　契約担当事務局　佐竹まで郵送願います。
　　　　　　　　　　※なお、ア入札参加申込書のみメールでPDF形式により送信願います。

（４）　入札参加資格の確認
　　　　申請書及び資料を受理したもののうち、入札参加資格のない者には、令和２年９月１８日（金）までにその理由を記載した文書により通知する。
（５）　提出書類様式の入手方法　　当社ホームページからダウンロードしてください。
（６）　その他
　　ア　申請書及び資料の作成及び提出に要する経費は、提出者の負担とする。

　　イ　株式会社　標津介護サービスは、提出された申請書及び資料を、入札参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しない。

　　ウ　提出された申請書及び資料は返却しない。

１１　設計図書の閲覧等
（1） 本工事に係る設計図書は、次のとおり閲覧に供する。
　　ア　閲覧期間　
令和２年９月１４日（月）から令和２年１０月７日（水）まで
　　イ　閲覧書類
　　　　メールでお渡しするので、入札参加申込書をメール提出される際に、担当者の氏名及びメールアドレスをお知らせください。
（２）　設計図書に対する質問がある場合においては、次のとおり質疑応答書（様式4）により提出すること。
　　
ア　提出期間
　　　　令和２年９月１４日（月）から令和２年９月２５日（金）までの休日を除く毎日、午前１０時から午後５時まで。
　　イ　提出先　（株）柴滝建築設計事務所　担当　荻野　美加（オギノ　ミカ）
　　　　　　　　　旭川市７条通６丁目右１号　７条ビル２階　℡　０１６６－２２－７５７７
　　　　　　　　　ｅ－メールアドレス　　ogino@shibataki.com 
　　ウ　提出方法　電子メールにより提出すること。
（４）　（３）の質疑応答書の回答内容は、参加申請書提出各社にメールで周知する。
９　入札手続等
（1） 入札及び開札の日時　令和２年１０月８日（木）　午後2時00分から
（2） 入札及び開札の場所　標津町生涯学習センターあすぱる　（町民活動室）
（3） 入札方法
ア　会社名・氏名の入った氏名票を着用の上、入札指定時刻の１０分前までに受付を終え、入札会場で待機すること。
イ　代表者以外の者が当該代表者からの委任により入札を行う場合、受付時に委任状を提出すること。
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。
エ　入札の執行回数は2回までとする。
オ　2回目の最低入札価格が予定価格に達しない場合、最低価格を提示した入札者と協議を行う。
カ　落札者となりうる業者が2社以上ある場合には、くじ引きで落札者を決定する。

１０　入札の無効
　　　この公告において示した入札参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者の入札。
　　　

１１　落札者の決定方法
　　　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）際２３４条第３項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。

　　　

１２　契約履行の担保
１３　入札保証金及び契約保証金
（１）入札保証金　　免除する

（２）契約保証金　　

　　契約を締結する者は、契約金額の100分の10に相当する額以上の契約保証金を納付し、又はこれに代える国債、地方債その他町長が確実と認める担保を提供すること。ただし、次のいずれかに該当する場合は、契約保証金の全部又は一部の納付を免除する。
　　ア　保険会社との間に町を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険証券を提出したとき。

　　イ　保険会社、銀行、農林中央金庫その他町長が指定する金融機関との間に工事履行保証委託契約を締結し、町を債権者とする公共工事履行保証証券を提出したとき。

　　ウ　政令第167条の５第１項の規定により町長が定めた資格を有する共同企業体で、その構成員の全員が、過去２年間に国又は地方公共団体と種類をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行した者であることを、あらかじめ証明した場合で、その共同企業体が当該契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

１４　支払条件
　　ア　前払い金：契約金額の4割以内
　　イ　部分払い：1回以内

１５　火災保険等不保の要否　　要する。

１６　入札の中止等
　　　入札までの間にやむを得ない事由のため、当該工事の入札を延期又は中止することがある。

１８　最低制限価格制度
　　　本工事は、最低制限価格を設定しない。
１９　その他
（1） 9のエでいう資本関係又は人的関係とは、次のとおりである。
　　ア　資本関係
　　　　次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。
（1） 親会社（会社法第２条第４号の規程による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合
（2） 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合
　　イ　人的関係
　　　　次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更生会社等である場合を除く。
（1） 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を現に兼ねている場合
　　（イ）　一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合
　　ウ　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
　　　　ア、イと同視し得る特定関係があると認められる場合
様式第１号（建設工事）

一般競争入札参加申請書

令和　　年　　月　　日

　株式会社　標津介護サービス
代表取締役　本見　綾子　　様

　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）　　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付けで入札公告のありました、次の建設工事に係る競争入札参加資格について審査されたく、関係書類を添えて申請します。

　なお、入札参加資格のすべての要件を満たしていること、並びに本申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

入札日　　令和２年１０月８日

工事名　　（仮称）標津町障害者グループホーム新築工事

	受付印

	


添付書類

１　類似工事施工実績調書
２　特定関係調書

　　　　　３　建設業許可証明書の写し
· 質疑応答書の担当者を記載してください
　　　　　氏　名　：
　　　　　電　話　：

　　　　　Eメール：

注１　この申請書は、申請書受理時に受付印を押印のうえ１部返却するので、必ず２部（１部はコピー可）提出すること。

２　本申請の受付後、標津町から入札参加資格がない旨を通知した場合は、本申請の受付にかかわらず、入札に参加することはできません。

様式第2号（建設工事用）

特定関係調書

　株式会社　標津介護サービス
代表取締役　本見　綾子　　様

　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（共同企業体の場合は企業体名を冠すること）　　　　　　　

　特定関係（資本関係又は人的関係）については、次のとおりです。

１　発注工事に係る設計業務等の受託者との特定関係　　　　　　　　〔　　　　　　　〕
２　他の「標津町競争入札参加資格者」との間における特定関係　　　〔 あり ・ なし 〕
(1) 資本関係がある他の資格者
　　ア　親会社の関係にある他の資格者

	商号又は名称
	所在地（市町村名）
	備考

	
	
	


　　
イ　子会社の関係にある他の資格者

	商号又は名称
	所在地（市町村名）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 (2)　人的関係にある他の資格者

	商号又は名称
	所在地（市町村名）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注１　１については、「発注工事に係る設計業務等の受託者と特定関係がない」ことが参加資格の要件となるため、特定関係がないことを確認の上、〔　　〕に「なし」と記載し申告すること。

　２　２はどちらかを○印で囲み、「なし」の場合には(1)及び(2)の欄に記載する必要はない。

　３　資本等で関係がある他の資格者を記載するときは、本工事の入札公告等で表示されている標津町の競争入札参加資格（格付のある資格の場合は、格付及びみなし格付を含む。）を有する者を記入すること。そのため、本工事の入札公告等で表示されている資格以外の資格を有する者については、記載する必要はない。

　４　資本等で関係がある他の資格者が、他の共同企業体を結成し、かつ、その共同企業体の代表者である場合も同様に記載すること。

　５　「所在地（市町村名）」について、道内の資格者は「主たる営業所が存する市町村名」を、道外の資格者は、「主たる営業所が存する都道府県」を記載すること。

　６　当該調書提出後、入札執行までの間において、新たな資本関係又は人的関係が生じた場合には、その都度提出すること。

様式第3号

類似工事施工実績調書
申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
	受　注　者　名
	
	

	工　事　名　等
	工　事　名
	
	

	
	発注機関名
	
	

	
	施工場所
	
	

	
	契約金額
	
	

	
	工　　　期
	平成　　年　　月　　日　から

平成　　年　　月　　日　まで
	平成　　年　　月　　日　から

平成　　年　　月　　日　まで

	
	受注形態
	
	

	工　　事　　概　　要
	
	


注１　公告において明示した発注工事と類似する元請としての施工実績（工事が完成し、引渡済みのものに限る。）について記載すること。

　２　この様式は、申請者が共同企業体の場合は、構成員ごとに作成すること。

３　「受注者名」欄は、受注実績が共同企業体の構成員としてのものである場合は、当該共同企業体の名称を記載すること。

　４　「施工場所」には、市町村名を記載すること。

　５　「受注形態」は、単体又は共同企業体（出資比率又は分担額）別を記載すること。

　６　標津町が発注した工事があれば、優先して記載すること。

　７　「申請者名」は、申請者の商号又は名称を記載することとし、共同企業体の結成が入札の条件になっている場合には共同企業体の名称も併せて記載すること。

　８　類似工事施工実績を証明するものとして、契約書等の写しを添付すること。

　９　共同企業体としての実績がある場合は、当該共同企業体の協定書及び附属協定書のそれぞれの写しを添付すること。

様式４号（質問用）

質　疑　応　答　書

（あて先）（株）柴滝建築設計事務所　
担当　荻野　美加　様
　　　　　ｅ－メールアドレス　　ogino@shibataki.com 
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
質問年月日　　令和　　年　　月　　日

	工事（業務）名
	　標津町障害者グループホーム新築工事

	質　　疑　　事　　項
	回　　答　　事　　項
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